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【イントロダクション】 

 評価という言葉からは、恐怖やネガティブなイメージが連想されがちである。しかし、

評価はもっと身近な存在であり、柔らかく捉えることができる。他方で、評価が政治的な、

あるいは経済的なパワーを持つこともある。その一例が、世界大学ランキングである。世

界大学ランキングは、大学の教育力、研究力に加え、国際性などに注目して評価を行い、

その結果を数値化して序列化する行為である。最近では、自国の大学のランキングを上げ

ることを目的に複数の国の政府が公的資金を拠出している。また、大学の間でも、ランキ

ングを上げるために論文引用率の高い研究者をリクルートするなどの動きが生じている。

その結果、大学ランキングをめぐって競争が起こり、多額の資金や人の移動が起きている。 

 

Ⅰ. 3つのセクターの評価 

1. 企業の評価 

 営利企業の評価と言えば、財務諸表を用いて、企業の業績を量的に測ることがイメージ

される。だが、財務諸表に現れない大事な企業の要素もあり、財務諸表で全てを分析でき

るものではない。例えば、企業のイノベーション力やリーダーシップなどが典型例である。

また、企業の社会性を評価する試みも長らく行われてきた。環境や軍需産業への関与など

を評価して消費者にその情報を提供する試み、CO2の排出量、児童労働、ダイバーシティな

どの複数の側面を評価し、その情報を投資家に提供する試みなどである。これらは、企業

の社会的側面を評価し、その情報を用いて、消費者や投資家の視点から企業の行動を変え

てゆこうとする動きである。 

 このようにみてゆくと、企業の評価は財務面のみで行われているわけではなく、また定

量的な評価だけではないことがわかる。さらに、市場での競争力だけではなく、社会性も

評価の対象になっており、その意味で、政府や民間非営利組織の評価に共通する点がある

ことがわかる。 

2. 政府の評価 

 政府の評価は大きく分けて 2つある。一つは政治の評価、もう一つは行政機関の評価で

ある。 

 政治の評価の基本は選挙であるが、有権者をサポートするための評価もある。代表的な

ものが「マニフェスト評価」である。これは、選挙時に出された政権公約の妥当性を評価

したり、その 4年後に政権公約の達成度合いを評価するものである。日本では、2000 年頃



「マニフェスト評価」へ関心が高まった時期がある。その背景には、政治家、官僚、業界

団体などの支持母体の三者によって閉じられたかたちで政策決定を行う「鉄のトライアン

グル」と言われる状態を打破し、政治と有権者との関係を取り戻すことが期待されていた

と言われる。 

3. 民間非営利の評価 

 非営利組織の評価には、ログフレーム（ＰＣＭ）や費用便益分析、ＢＳＣなどの経営戦

略論、ドラッカーの非営利組織の評価手法、信用性の証明・担保のための行動倫理規定等

がある。 

 「エクセレントＮＰＯ基準」は、私も含む研究者、実践者によって、次のような手順に

よって作成されたものである。まず、ＮＰＯの運営上の現状と課題を分析した。次に、ド

ラッカーの非営利組織論をもとに望ましい非営利組織像を定義し、先の現状と定義の間の

ギャップを明らかにした。そして、このギャップを埋めるために必要な条件を洗い出し、

それを基準として設定したのである。この基準は、市民性、課題解決力、組織力の 3領域、

33基準から構成されている。 

 

＜「3つのセクターの評価」のまとめ＞ 

 以上、営利企業、政府、民間非営利組織の３つのセクターの評価について概観してきた。

こうしてみると、営利企業であるからといって、必ずしも財務分析でスパッと評価できる

ものではないことがわかる。営利企業の評価には、非営利的・社会的な評価の側面がある

からだ。そして、営利企業と非営利企業の評価が連続的につながっているかのようにみえ

る。また、非営利の評価に近づくほど、何を根拠に評価をしているのか判然としない部分

が目立ってくる。その理由を次のセクションで考える。 

 

Ⅱ. 非営利評価の特徴＜ドラッカーの指摘＞ 

 ドラッカーは非営利組織の運営の難しさの理由をボトムライン、すなわち企業の利益に

あたるものが不在であることをあげた。利益は企業セクターに共通のユニバーサルな評価

指標である。しかし、非営利セクターにはそれに該当するものがない。そのために何がう

まくいっているのか、いないのかのシグナルを得にくく、運営を難しくしている。この問

題は政府にも当てはまるのであろう。では、ボトムラインの不在はどのような難題を引き

起こすのだろうか。以下、3点をあげたい。 

1. 判断の難しさ 

 まず、判断の難しさである。例えば、保健医療にかかるプロジェクトを作ろうとしたと

する。その際、目的や手段をどのように設定するか。様々な課題やアプローチがあり得る

が、唯一の正答はなく、絞り込むことは容易ではない。さらに、成果の測り方も困難であ

る。定量化が困難なものが多いだけでなく、効果の発現に地域差や時間差がある場合があ

る。効果の現れ方が、環境要因や対象が持つ性格に左右されてしまうこともある。 

2. 解釈の多義性 



 評価者がいかに正確に測定したとしても、その結果を判断する際には、価値観を排除す

ることはできない。また、立場によって捉え方が異なることもある。 

3. 多様なステイクホルダーの視点 

 同じサービスでも受益者と提供者で見方が異なることがある。全ての視点を網羅して評

価することは物理的に困難であり、フォーカスを失った評価になりがちである。優れた評

価者は、予めこうした問題を踏まえて、評価作業を始める前に、主要な関係者間で議論の

場を設けて評価の目的や視点を決める。 

 

＜「非営利の評価の特徴」のまとめ＞ 

 評価の方法や測定結果の解釈が多義的に分かれることが、非営利評価の特徴であり難し

さでもある。そもそも非営利組織には共通のボトムラインがないために、事業の成否や課

題を見出しにくい。また、それが非効率性を生み出すこともある。しかし、だからこそマ

ネジメントや評価によってフィードバックすることが必要なのである。 

 

Ⅲ. 評価を使いこなすために 

1.  評価の視点 

 評価の視点を定めること。評価を取り巻くステイクホルダーがどのような人たちかを洗

い出す。それらの人々が対象事業に何を期待していたのか、評価をすることで何を知りた

いのかを明らかにする。また、ステイクホルダーによって評価に対する興味や視点が異な

ることから、優先順位を付けて取り組むのが望ましい。 

2.  評価の目的 

 評価の目的を明確にすること。何のために評価を行うのか、また、評価結果を何に活用

したいかを明確にすることが重要である。よくあることだが、評価結果の使途や活用につ

いて、評価を実施してから考えていることがある。そうではなく、評価の準備の段階で、

評価結果を何に活用したいのかを考え、それを評価の目的に反映させることが必要である。 

3.  評価の対象 

 評価の対象をはっきりさせること。評価の調査・作業を有効にするためには、評価対象

の性質、属性、規模、調査範囲を明確にすることが必要である。多くの場合、有限の時間、

限られた資源（時間、人、金）の中で評価を行わねばならない。そのため全てを網羅して、

評価することは避け、先のように評価の対象をはっきりさせることが肝要である。またそ

れはメリハリのある評価にも繋がるだろう。 

 

以上 


